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神奈川県庁 岩崎 和隆 

 

１ はじめに 

 今年９月に設置予定のデジタル庁をはじめ、様々な官公庁が DXのために IT人材を募

集、採用しています※１～６。それ自体は間違いではないのですが、現在、官公庁が保有して

いる人材に IT人材を補強すれば官公庁において DXができるか、私はやや疑問を感じて

います。本稿では、ITと官公庁業務のいずれの分野においても、高度の専門的知識を有す

る人材を、官公庁業務と ITの高度複合領域人材（以下、「高度複合領域人材」と言いま

す。）と称することとし、官公庁の DXにおいて、そのような人材の必要性、高度複合領域

人材と高度の専門的知識を有する IT人材（以下「高度 IT人材」と言います。）の役割分

担、それぞれの処遇について、官公庁における ITと人事の経験に基づく私の考えを説明

いたします。 

 

２ 高度複合領域人材でないとできないこと 

 官公庁では、当然のことですが、官公庁業務に詳しい人材を多数抱えています。そのた

め、官公庁において DXを実施しようとしたとき、高度 IT人材を補強すれば足りる、と

いう発想になるのは、ある地方独立行政法人で人事を担当していた経験から理解できま

す。しかし、官公庁業務に詳しい人材と高度 IT人材による共同作業では、双方のコミュ

ニケーションを通してそれぞれの知恵を持ち寄るため、複数人の視点による検討という利

点があるものの、両方の領域の知識の融合という点では、おのずから限界があります。 

 高度複合領域人材では、官公庁業務の知識と ITの知識が同一人の中にあるため、両方

の領域の知識が高度に融合しており、共同作業とは質的に異なる成果が得られると考えら

れます。 

 

３ すべての人材を有効活用する体制 

 官公庁業務に詳しい人材と高度 IT人材による共同作業、高度複合領域人材のいずれに

も、メリットとデメリットがあります。そして、この三者の共同作業にすれば、それぞれ

の「いいとこどり」ができます。 

 そして、これら三者の共同作業を取りまとめるのは、官公庁業務、ITの両方の領域に詳

しい高度複合領域人材が適切と考えます。 

 

４ 高度複合領域人材と高度 IT人材の処遇 

 高度複合領域人材がとりまとめであっても、高度 IT人材よりも高度複合領域人材の方
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が高い年収とは限りません。コストパフォーマンスのよい人材を採用するには、労働市場

に年収を合わせるしかありません。自らの組織が必要とする高度複合領域人材と高度 IT

人材のスキルレベルを定義したら、労働市場を調べて、それぞれの人材にふさわしい年収

を設定します。そうしないと、適切な人材を採用できません。労働市場では需給バランス

が原因で、特定分野の人材の年収が上がってしまうことがありますが、どうしてもその分

野の人材を採用する必要があれば、労働市場にあわせた年収を出さざるを得ません。 

結果として、高度 IT人材の方が高い年収になるかもしれませんが、市場原理と割り切

る必要があります。 

 

５ まとめ 

 官公庁で DXを行うには、高度 IT人材を補強するだけでは足りません。高度 IT人材と

あわせて、高度複合領域人材を補強する必要があります。官公庁の業務に詳しい人材、高

度複合領域人材及び高度 IT人材が一体となったチームでは、高度複合領域人材を検討の

とりまとめにしますが、年収は、必要な人材のスキルレベルを定義した後に労働市場見合

いで決めます。必要なスキルレベルと労働市場の状況によっては、高度 IT人材に最も高

い年収を提示する必要があるかもしれません。 

 

６ おわりに 

 本稿の内容は、神奈川県の見解でなく、私の知見と記憶に基づくものです。 

本稿へのご助言、ご異論、ご感想、ご質問や、今後取り上げるテーマのご要望をくださ

れば、大変幸いです。特に、ご異論やご助言は、私の考えをブラッシュアップしてくださ

る、貴重なものです。心より、お待ち申し上げております。 
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